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学校法人植草学園公的研究費取扱細則

〔制 定 平成２３年７月１５日〕

〔最近改正 平成２７年３月２５日〕

（目的）

第１条 この細則は，学校法人植草学園公的研究費運営・管理規程（平成２０年９月２６

日制定）に基づき植草学園大学（以下「大学」という。）及び植草学園短期大学（以下「短

大」という。）における公的研究費の取扱いに関し，必要な事項を定めることを目的とす

る。

（定義）

第２条 この細則における次の各号に定める用語の意義は，当該各号に定めるところによ

る。

一 研究者 公的研究費の応募資格を有する者をいい，研究代表者，研究分担

者に区分する。

二 直接経費 公的研究費により行われる研究を実施するために，研究に直接的

に必要なものに対し使用する経費（費目毎の主な使途を別紙１に例

示）

三 間接経費 直接経費に対して一定の比率で措置され，研究の実施に伴う管理

等に必要な経費又は一般管理費として，学園が使用する経費（費目

毎の主な使途を別紙２に例示）

（責務）

第３条 公的研究費は，研究機関に交付されるものと個々の研究者の研究遂行のためのも

のがあるが，個人への補助の性格を有するものであっても，その原資が国民の税金であ

る以上，国民の信頼に応えるため，研究機関としての大学及び短大の責務があり，これを

統括する学校法人植草学園（以下「学園」という。）がその管理を行うものとする。

２ 前項の責務は，政府及びこれに準ずる機関が交付する学外の資産による財政的支援に

おいても同様にある。したがって，学園がその管理を行うものとする。

（公的研究費の管理）

第４条 公的研究費は，大学又は短大（以下，これらを「大・短」という。）の理事長名義

の銀行口座に受け入れ預託するものとする。

２ 大・短以外の研究機関に研究分担者がいる場合は，その分担金(間接経費を含む。）を

当該研究機関に送金するものとする。

３ 前項の大・短以外の研究機関に所属する研究分担者に送金する間接経費は，当該研究分

担者に係る分担金の直接経費の３０パーセントとすることを原則とする。

（間接経費の受入等）

第５条 研究当事者は，受け入れた間接経費を学園に譲渡しなければならない。

２ 前項の譲渡は，公的研究費譲渡申出書（別紙様式１）により行うものとする。

３ 大・短に所属する研究当事者が，当該研究にかかる事業の実施年度内に他の研究機関

に所属することとなる場合には，間接経費の譲渡を受け入れないこととしている研究機
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関である場合を除き，直接経費の残額の３０％に相当する額の間接経費を当該研究当事

者に返還するものとする。返還は，当該研究当事者が新所属の研究機関に送金する方法

によるものとする。

（間接経費の使用）

第６条 前条第１項の規定により譲渡を受けた間接経費の使用は次による。

一 その額の５０パーセントの額は，学園が大学又は短大の管理的経費として使用する。

二 その額の２５パーセントの額は，学園が大学図書館における研究用図書等の購入経費

に加算して使用する。

三 その額の２５パーセント（千円未満切り捨て）の額を当該研究者の所属する学部（短

大にあっては専攻）又は当該研究者が使用することができる。

（事務の統括）

第７条 公的研究費に係る応募，交付申請，実績報告，研究内容・経費配分の変更承認申

請等の事務の統括は，学園事務局長（以下「事務局長」という。）が行うものとする。

２ 公的研究費に係る事務局内における事務分掌は，学校法人植草学園組織規程に定める。

（経理の委任）

第８条 研究当事者は，交付を受ける公的研究費の経理事務を理事長に委任するものとす

る。

２ 理事長は，研究当事者に代わって公的研究費を受領し，前項に基づき研究者から委任

を受けた公的研究費の経理事務を事務局長に委任する。

（公的研究費の受入れ等）

第９条 学長は，公的研究費の送金を受けたときは，大・短以外の研究機関に所属する研

究分担者の分担金を除き，事務局長が管理する研究課題別の専用預金口座に振替えるも

のとする。

２ 公的研究費を預金口座に保管したことにより生じた利息は，当該研究の経費に充てな

ければならない。

（出納，保管）

第１０条 事務局長は，公的研究費の出納及び保管に関する事務を学園事務局法人財務課

長（以下「財務課長」という。）に行わせるものとする。

（公的研究費の執行手続）

第１１条 研究当事者が公的研究費を執行する場合の経理手続きは，次の各号に定める場

合を除き，学校法人植草学園経理規程等の定めるところに準ずるものとする。

一 公的研究費により購入する物品の発注は，研究当事者が事務局長に提出する購入

・支出伺書に基づき，法人財務課長が行う。

二 前号にかかわらず，緊急を要し，購入金額が１０,０００円を超えない場合に限り，

研究当事者が直接，発注できるものとする。ただし，事後に購入・支出伺書により

報告するものとする。

三 購入した物品は，法人財務課長が検収を行うものとする。
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四 換金性の高い物品〔パソコン，タブレット型コンピュータ，デジタルカメラ，ビ

デオカメラ，映像機器等）を購入した場合は，法人財務課において管理シールを貼

付し，台帳管理を行う。

五 特殊な役務（データベース・プログラム・デジタルコンテンツ開発・作成）に関

する検収については，成果物の実見又はＰＣモニタ上の確認によって行う。また，

必要がある場合には，これらの知識を有する発注者以外の者に検収を委任すること

ができる。

六 購入した物品に係る納入事業者からの請求書の送付先は法人財務課長とする。

七 出張等における業務実施内容及び経費の確認は事務局等が行うものとする。

八 研究当事者が非常勤職員（以下「アルバイト」という。）の雇用，業務委託契約等

による研究協力依頼を行う場合は，事前に研究協力依頼計画書を事務局長に提出し，

その承認を得なければならない。アルバイトの雇用，業務委託等は次の手続等によ

るものとする。

ア アルバイトの雇用

(ｧ) １月を超える雇用は，当該者と理事長との雇用契約書を結ぶこと。（総務課担

当）

(ｨ) 出勤の確認書（出勤簿）を備えて管理し，１月を超える雇用契約による場合

は，出勤簿を学園事務局総務課に置いて管理するものとする。

イ 業務委託をする場合は，契約書を結ぶこと。（法人財務課担当）

九 研究協力依頼書に基づくアルバイト等による業務及び他の事業者への委託業務の

実施結果は，事務局長が確認するものとする。

十 公的研究費による支払を行う場合には，研究当事者が支出承認書を作成し，決裁

手続き完了後に法人財務課長が支払い手続きを行うものとする。ただし，旅費につ

いては，次号に定める出張承認・報告書の決裁により，支出するものとする。

十一 研究当事者が公的研究費により出張する場合の事務処理は，次による。

ア 出張承認・報告書により事前に承認を受け，事後速やかに報告するものとする。

イ 出張時の交通費・宿泊費は，領収証に基づき実費を支給する。ただし，千葉県

及び東京都内の移動に要する交通費等で領収証の徴収が困難な場合には，日付，

交通機関，経路，運賃を明記した明細書をもって領収証に代えることができる。

ウ 航空運賃については，搭乗券の半券を併せて提出するものとする。

エ 公的研究費による出張時の宿泊料の上限額は，別表１のとおりとする。ただし，

近隣の宿泊施設の事情により，これによりがたい場合には，予め事務局長の許可

を得て，これを超えることができるものとする。

十二 公的研究費による研究への協力に対する謝金は，別表２に定める額を基準とす

る。

（設備等の寄附）

第１２条 研究当事者は，公的研究費により設備等を購入したときは直ちに，学園に当該
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設備等の寄附をするものとする。

２ 公的研究費による事業の執行期間中に研究当事者が他の研究機関に所属することとな

り，当該他の研究機関において第１項に基づき本学に寄附した設備等を使用することを

希望した場合には，当該研究当事者の求めに応じて，当該設備等を返還するものとする。

（収支決算報告書）

第１３条 事務局長は，公的研究費による事業が完了したときには，速やかに収支決算報

告書を学長に提出しなければならない。

（直接経費の使用期限）

第１４条 公的研究費による事業の遂行に係る購入物品の納品，役務の提供等は，当該事

業の実施年度（事業の繰越が行われた場合は，繰越後の年度）の３月３１日までに完了

し，それらに係る支払を実績報告書の提出期限までに完了しなければならない。

２ 公的研究費による事業の実施年度内において，研究当事者が事業の中断又は廃止をす

る場合には，事業の遂行に係る購入物品及び役務の提供に対する支払を，廃止後に提出

する実績報告書の提出期限までに完了しなければならない。

（間接経費の使用期限）

第１５条 間接経費に係る購入物品の納入，役務の提供等は，公的研究費の交付を受けた

年度（事業の繰越が行われた場合は，繰越後の年度）の３月３１にまで完了し，それら

に係る支払いを実績報告書の提出期限までに完了しなければならない。

（改 廃）

第１６条 この細則の改廃は，理事長が常務会の意見を聴いて行う。

（雑 則）

第１７条 この細則に定めるもののほか，公的研究費の取扱いに関し必要な事項がある

場合には，理事長が別にこれを定めることができる。

附 則（平成２３年７月１５日理事長承認）

この細則は，平成２３年７月１５日から施行し，平成２３年４月１日から適用する。

附 則（平成２７年３月３０日理事長承認）

この細則は，平成２７年４月１日から施行する。 ※ 理事長承認日は，理事会開催日

とする。

別紙１ 直接経費の使途の例示（学校法人植草学園公的研究費取扱細則第２条関係）

物品費 物品を購入するための経費

旅 費 研究代表者，研究分担者，連携研究者及びその他の研究への協力をする者の海外

・国内出張（資料収集，各種調査，研究の打合せ，研究の成果発表等）のための経

費（交通費，宿泊費，日当）

謝金等 研究への協力（資料整理，実験補助，翻訳・校閲，専門的知識の提供，アンケー

トの配布・回収，研究資料の収集等）をする者に係る謝金，報酬，賃金，給与，労

働者派遣事業者への支払いのための経費（雇用契約を行う場合は学園が契約の当事

者となること）
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そ の 他 上記のほか当該研究を遂行するための経費

（例： 印刷費， 複写費， 現像・焼付費， 通信費（切手，電話等），

運搬費， 研究実施場所借り上げ費（学園の施設において補助事業の遂

行が困難な場合に限る）， 会議費（会場借料， 食事（アルコール類を除

く）費用等）， レンタル費用（コンピュータ，自動車，実験機器・器具等），

機器修理費用， 研究成果 発表費用（学会誌投稿料，ホームページ作

成費用， 研究成果広報用パンフレット作成費用））

別紙２ 間接経費の使途の例示（学校法人植草学園公的研究費取扱細則第２条関係）

管理部門に係る ○ 管理施設・設備の整備，維持及び運営経費

経費

○ 管理事務の必要経費

備品購入費，消耗品費，機器借料，雑役務費，人件費，通信運搬費，謝

金，旅費，会議費，印刷費

研究部門に係る ○ 共通的に使用される物品等に係る経費

経費 備品購入費，消耗品費，機器借料，役務費，通信運搬費，謝金，旅費，

会議費，印刷費，新聞・雑誌代，光熱水費

○ 研究支援者等の人件費，備品購入費，消耗品費，機器借料，役務費，通

信運搬費，謝金，旅費，会議費，印刷費，新聞・雑誌代，光熱水費

○ 特許関連経費

○ 研究棟の整備，維持及び運営経費

○ 設備の整備，維持及び運営経費

○ 図書館の整備，維持及び運営経費

その他の関連す ○ 研究成果展開事業に係る経費

る事業部門に係

る経費 ○ 広報事業に係る経費

別表１ 出張の上限額表（学校法人植草学園公的研究費取扱細則第１１条第９号関係）

国内出張の宿泊料上限額 海外出張の宿泊料上限額

職 名 金 額 職 名 金 額

教 授 １１,０００円 教 授

１３,０００円

准教授 １０,０００円 准教授

講 師 ９,０００円 講 師

１１,０００円

助 教 ８,０００円 助 教
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※ 上記以外であっても，学長が研究課題の遂行に関連して間接的に必要と判断した場合，使用する

ことができる。ただし，直接経費として充当すべきものは対象外とする。

別表２ 研究への協力に対する謝金の基準

（学校法人植草学園公的研究費取扱細則第１１条第１０号関係）

業務内容 基準額

アンケート配布・回収，資料整理，テ 時給９００円以下

ープ起こし等

ヒアリング協力 １件１０，０００円以下

被験者 １回２，０００円以下

翻訳・校閲 翻訳：日本語４００字当たり４５００円

校閲：外国語３００語当たり２５００円

講演，討論等研究遂行の上で学会の 「植草学園臨時講師報酬取扱規程」による。

権威者等を招聘する場合

※ 調査等の協力に対する謝礼品（手土産を除く。）を渡すことも可能とする。その場合は，受領者

名簿への自署による記名又は押印を必要とする。

例） 図書カードなど

※ 本学在学生を雇用する場合の報酬は，「植草学園大学・植草学園短期大学学内ワークスタディ実

施規程による。


